
大和市告示第９号 

大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業実施要綱の一部を改正する要綱を次の

ように定める。 

令和７年１月２４日 

大和市長 古谷田  力 

 

大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業実施要綱の一部を改正する要 

綱 

大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業実施要綱（令和５年大和市告示第１３１

号）の一部を次のように改正する。 

第２条第２号中「（以下「改正前要綱」という。）」を削り、「改正前要綱第２条第１号」を

「同要綱第２条第１号」に改め、同条第４号を次のように改める。 

(4) 令和６年度給付金 大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金事業実施要綱の一

部を改正する要綱（令和７年大和市告示第９号）による改正前の大和市電力・ガス・食料品等

価格高騰重点支援給付金事業実施要綱に基づく同要綱第２条第１号に掲げる給付金をいう。 

第２条第６号を同条第７号とし、同条第５号中「令和６年６月３日」を「令和６年１２月１３

日」に改め、同号を同条第６号とし、同条第４号の次に次の１号を加える。 

(5) 調整給付金 大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（調整給付金）事業実施

要綱（令和６年大和市告示第１２７号）に基づく同要綱第２条に規定する調整給付金をいう。 

第３条第２項第３号中「物価高騰対策給付金に係る差押禁止等に関する法律（令和５年法律第８１

号）第２条第１号」を「物価高騰対策給付金に係る差押禁止等に関する法律施行規則（令和５年内

閣府・総務省・財務省令第１号）第１条第３号」に改め、「給付金」の次に「（同号ロに掲げる世

帯に対して支給されるものに限る。）」を加え、同項第４号を削る。 

第４条第１項第２号及び第３号を削り、同項第４号中「又は均等割のみ課税世帯」を削り、「令

和６年１０月３１日」を「令和７年７月３１日」に、「対象こども（令和６年度市町村民税分）」

を「対象こども」に改め、「世帯（」の次に「当該世帯の世帯主のみが対象子どもである世帯を除

き、」を加え、「令和６年度分こども加算対象世帯」を「こども加算対象世帯」に改め、同号を同

項第２号とし、同条第２項中「、均等割のみ課税世帯、こども加算対象世帯又は家計急変世帯に属

している場合であっても」を「に属するかどうかにかかわらず」に改める。 

第５条第１項第１号中「１００，０００円（改正前要綱第４条第１項第４号に掲げる家計急変世

帯の世帯主にあっては、当該額から当該世帯主が給付を受けた令和５年度給付金の額を控除した額。



次号において同じ。）」を「３０，０００円」に改め、同項第２号及び第３号を削り、同項第４号

中「令和６年度分こども加算対象世帯」を「こども加算対象世帯」に、「対象こども（令和６年度

市町村民税分）」を「対象こども」に、「５０，０００円」を「２０，０００円」に改め、同号を

同項第２号とする。 

第６条中「支給対象者」を「令和５年度給付金、令和６年度給付金又は調整給付金の支給を受け

た世帯」に、「令和５年度給付金の支給手続において本市が金融機関の口座情報を保有しているも

の」を「令和５年１２月２日（令和６年度給付金又は調整給付金の支給を受けた世帯にあっては、

令和６年６月４日）から基準日までに当該世帯に転入した者がいない世帯その他の給付金の支給要

件を満たすことを確認できる世帯の世帯主」に改める。 

第７条第２項中「令和５年度給付金」の次に「、令和６年度給付金又は調整給付金」を加える。 

第８条第１項の表を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



世帯の区分 提出書類 提出期限 

非課税世帯及び

こども加算対象

世帯（令和７年５

月３０日以前にこ

の条の規定による

書類の提出（以下

「申請等」とい

う。）をする場合

に限る。） 

(1) 本市が現有公簿

等により当該世帯

が非課税世帯又は

均等割のみ課税世

帯であると確認で

きる世帯 

大和市電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金支給要件

確認書（令和６年度非課税世帯

分・こども加算分） 

令和７年５月３０

日 

(2) 前号に掲げる世

帯以外 

大和市電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金申請書

（令和６年度非課税世帯分・こ

ども加算分）（請求書） 

こども加算対象世

帯（令和７年５月

３０日後に申請等

をする場合に限

る。） 

(1) 本市が現有公簿

等により当該世帯

がこども加算対象

世帯であると確認

できる世帯 

大和市電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金支給要件

確認書（こども加算対象世帯

分） 

令和７年７月３１

日（ただし、当該

対象こどもが令和

７年７月１日から

同月３１日までに

出生した者である

場合は、別に定め

る日） 

(2) 前号に掲げる世

帯以外 

大和市電力・ガス・食料品等価

格高騰重点支援給付金申請書

（請求書）（こども加算対象世

帯分） 

 



第９条中「前条の規定による書類の提出（以下「申請等」という。）」を「申請等」に改める。 

附則第２項中「令和７年３月３１日」を「令和７年９月３０日」に改める。 

別表様式の名称の欄中「大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金支給要件確認書

（非課税又は均等割のみ課税世帯分・こども加算分）」を「大和市電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援給付金支給要件確認書（令和６年度非課税世帯分・こども加算分）」に、「大和市電力・

ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金申請書（非課税又は均等割のみ課税世帯分・こども加算

分）（請求書）」を「大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金申請書（令和６年度非

課税世帯分・こども加算分）（請求書）」に改める。 

別記中「又は令和６年度の市町村民税均等割のみ課税者に該当する場合」を削り、「令和５年度

の市町村民税均等割非課税者に該当する者又は令和５年度の市町村民税均等割のみ課税者に該当す

る者が対象こども（令和５年度市町村民税分）を現に扶養していると市長が認めるときは、第５条

第１項第３号に定める額を、令和６年度の市町村民税均等割非課税者に該当する者又は令和６年度

の市町村民税均等割のみ課税者に該当する」を「当該」に、「第５条第１項第４号」を「第５条第

１項第２号」に改める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前にこの要綱による改正前の大和市電力・ガス・食料品等価格高騰重点支

援給付金事業実施要綱の規定により支給した給付金に係る返還については、なお従前の例による。 


